
（平成２１年１２月２日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 3 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 13 件

国民年金関係 8 件

厚生年金関係 5 件

年金記録確認宮城地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



宮城厚生年金 事案 1028 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間①及び②の厚生年金保険料を両事業主により給与か

ら控除されていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ事業所にお

ける資格喪失日に係る記録を昭和 23 年７月１日に、Ｃ社における資格喪

失日に係る記録を 24 年８月１日に訂正し、申立期間①の標準報酬月額を

600 円、申立期間②の標準報酬月額を 3,500 円とすることが必要である。 

   なお、申立期間①の事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

申立期間②の事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付す

る義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 23 年６月 30 日から同年７月１日まで 

             ② 昭和 24 年６月 30 日から同年８月１日まで 

    私は昭和 22 年６月 12 日から 25 年 10 月５日までＡ社及び同社の子会

社であるＣ社で継続して勤務してきた。 

    しかし、社会保険庁の記録では、Ａ社Ｂ事業所からＣ社に異動した際

と、また、Ｃ社からＡ社Ｂ事業所に異動した際に、それぞれ厚生年金保

険被保険者期間に１日と 32 日の空白が生じているので、この期間も被

保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の証言から判断すると、申立人は、申立てに係るグループ会

社に継続して勤務し（昭和 23 年７月１日にＡ社Ｂ事業所からＣ社に異動、

24 年８月１日にＣ社からＡ社Ｂ事業所に異動）、申立期間①及び②に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

る。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人に係るＡ社Ｂ事業

所における昭和 23 年５月の社会保険事務所の記録から 600 円、申立期間



②の標準報酬月額については、申立人に係るＣ社における 24 年５月の社

会保険事務所の記録から 3,500 円とすることが妥当である。 

なお、申立期間①における申立人に係る保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主が資格喪失日を昭和 23 年７月１日と届け出た

にもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年６月 30 日と誤って記載す

ることは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その

結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年６月の保険料について納入の

告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その

後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は、申立人に係る同年６月の保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 

申立期間②における申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行

については、当該事業所は既に事業を廃止しており、当時の事業主とも連

絡が取れないため、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことか

ら、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから、行ったとは認められない。 



宮城厚生年金 事案 1029 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得

日に係る記録を昭和 25 年９月 21 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

１万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 12 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 25 年９月 21 日から 26 年 10 月１日まで 

    私は、昭和 25 年にＣ社Ｄ支店を退職して、翌日にＡ社Ｂ支店に再入

社したが、社会保険庁の記録によると、同事業所における厚生年金保険

の被保険者資格取得日が 26 年 10 月１日となっている。 

会社は変わったが、職種は同じで続けて仕事をしており、空白期間は

無いので、申立期間を厚生年金保険加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の記憶、同僚の証言及び雇用保険の記録から判断すると、申立人

は、申立期間においてＡ社Ｂ支店に勤務していたことが推認できる。 

また、申立人は、Ｃ社Ｄ支店在職中にＡ社Ｂ支店から呼び戻されて再入

社したとしているところ、連絡の取れた同僚４人のうち２人から、「申立

人はＣ社Ｄ支店を退職した翌日にＡ社Ｂ支店に再入社した。」という証言

を得ている。 

さらに、申立期間中の経理担当者及び申立期間後の労務担当者を含む同

僚３人は、「Ａ社Ｂ支店では、入社と同時に雇用保険、社会保険共に加入

させていた。」、「試用期間は、社内規程で３か月間となっていたが、厚

生年金保険は入社時から加入し、保険料も給与から控除されていた。」と

述べていることから、申立人についても、申立期間は厚生年金保険の被保

険者であり、事業主により、給与から厚生年金保険料を控除されていたこ



とが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係る当該事業所に

おける社会保険事務所の昭和 26 年 10 月の記録から１万円とすることが妥

当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、当該事業所は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなり、当

時の事業主も死亡しており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無

いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府が当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから、行ったとは認められない。 



宮城厚生年金 事案 1033 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ事業所における資格喪

失日に係る記録を昭和 30 年 10 月１日に、Ｃ社における資格喪失日に係る

記録を 35 年 12 月１日に訂正し、30 年９月の標準報酬月額を１万 8,000

円に、35 年 11 月の標準報酬月額を３万 6,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 13 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： ① 昭和 30 年９月 22 日から同年 10 月１日まで 

             ② 昭和 35 年 11 月 21 日から同年 12 月１日まで 

    社会保険事務所から、申立期間について加入記録は見付からなかった

との回答を得た。 

申立期間①はＡ社直営施設のＢ事業所から同社Ｄ事業所へ転任した時

期であり、申立期間②は同社の関連会社であるＣ社からＡ社Ｅ事業所へ

転任した時期である。 

昭和 22 年６月１日にＡ社に入社し、22 年間余り、同社の社員であり、

直営施設及び関連会社直営施設の支配人として継続して勤務したにもか

かわらず、厚生年金保険被保険者期間に空白があることは納得できない。 

    給与明細書等は無いが、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の回答及び申立人の元同僚の証言から判断すると、申立人は申立て

に係る関連会社も含めて同社に継続して勤務し（Ａ社Ｂ事業所から同社Ｄ

事業所に異動、Ｃ社からＡ社Ｅ事業所に異動）、申立期間①及び②に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、異動日については、申立人は１日付けで転勤した記憶があること、



及び現在のＡ社での人事異動に伴う人事発令の取扱いは１日付けで行われ

ていること、並びに申立人の同社における申立期間以外の被保険者記録に

おいても１日付けで資格を取得していることが確認できることから、同社

Ｂ事業所から同社Ｄ事業所への異動日は昭和 30 年 10 月１日、Ｃ社からＡ

社Ｅ事業所への異動日は 35 年 12 月１日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、各申立期間前後の社会保険

事務所の記録から、昭和 30 年９月は１万 8,000 円、35 年 11 月は３万

6,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は保険料を納付したか否かについては不明とし

ており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明

らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府が当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから、行ったとは認められない。 



宮城国民年金 事案 1024 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 40 年８月から 53 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40 年８月から 53 年３月まで 

    夫が国民年金の加入手続を行い、申立期間の保険料 56 万 7,360 円を

Ａ市のＢ郵便局窓口かあるいは口座振替によりまとめて納付した。保険

料が未納になっているのはおかしいので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、Ｃ市のＤ社会保険事務所において昭

和 55 年７月ごろに払い出されていることから、第３回特例納付の実施期

間（昭和 53 年７月から 55 年６月まで）に申立期間の保険料を特例納付で

きた可能性は否定できない。 

しかしながら、申立人は、国民年金保険料の 56 万 7,360 円(申立書に

「Ａ市 49 万 5,000 円、Ｃ市７万 2,360 円」の記載あり)をまとめてＡ市の

Ｂ郵便局の窓口か口座振替により納付したと主張しているところ、申立期

間の保険料を特例納付した場合の保険料は 60 万 8,000 円であり、相違が

ある。 

また、Ｃ市が保管する過年度納付記録簿によると、納付時期は不明であ

るが、昭和 53 年度及び 54 年度の保険料は過年度納付された記録となって

おり、その合計保険料額は上記申立書の「Ｃ市７万 2,360 円」と一致する。 

さらに、特例納付は口座振替により行うことはできない上、Ｃ市が保管

する国民年金被保険者名簿によると、昭和 55 年４月から同年６月までの

保険料が同年７月 30 日に納付されたこと、及び 56 年９月にＣ市から市外

へ転出した記録があることから、申立人は、第３回特例納付が可能であっ

た時期にはＣ市に居住していたと推認され、Ａ市のＢ郵便局で特例納付を

行ったとは考え難い。 



加えて、Ａ市が保管する国民年金被保険者名簿によると、申立期間の保

険料が未納であり、このままでは無年金となる可能性があるため、直接戸

別訪問して申立期間以前の共済組合の加入状況を確認したことが、昭和

58 年２月 10 日付けで記録されている。 

このほか、申立期間について、申立人が国民年金保険料を納付していた

ことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 1025 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成６年１月から同年５月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成６年１月から同年５月まで 

    社会保険庁の記録によれば、平成６年１月から同年５月までの期間の

記録が無いが、国民年金保険料は欠かさず納めていた。何十年も前の事

なので領収書も無いし確かではないが、自分としては国民年金保険料を

納めていたとばかり思っていたので調べてほしい。 

そのころは、毎月仕事で郵便局に行っていたので、お昼休みに納めて

いたと思う。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持していた国民年金手帳及びＡ町（現在は、Ｂ市）の国民年

金被保険者名簿によると、申立人が昭和 63 年 12 月 26 日に国民年金の被

保険者資格を喪失しており、申立期間は未加入期間であることが確認でき

ることから、納付書の発行や納付勧奨は無く、保険料を納付することがで

きなかったものと推認される。 

   また、申立人は、申立期間の国民年金の加入手続について、「自動的に

厚生年金保険から国民年金に切り替わるものと思っていた。」と述べてお

り、加入手続はしていないとしている。 

   さらに、申立人が国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 1026 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42 年４月から 47 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

   また、申立人の昭和 36 年９月から 39 年１月までの国民年金保険料につ

いては、還付されていないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 42 年４月から 47 年３月まで 

             ② 昭和 36 年９月から 39 年１月まで 

    妻の父から私も国民年金に加入しなければならないと言われ、妻が私

の国民年金への加入手続をした。 

    国民年金の未納があると将来、年金を受け取ることができないという

ことを聞いた妻の父は、未納分を一括納付するということでＡ村（現在

は、Ｂ町）助役に相談して、村役場から送付されてきた納付書により昭

和 49 年 10 月７日に 64,800 円をＣ郵便局で納付したと言っていたので、

国民年金の未納は無くなったと思っていた。 

    ところが、今回のねんきん特別便によると昭和 42 年４月から 47 年３

月までの国民年金保険料が納められていないとのことで、納得できない。 

    また、厚生年金保険被保険者証に関して社会保険事務所に調査しても

らったところ、国民年金との重複期間があって、その保険料については

昭和 58 年４月 11 日に 26,100 円を還付しているとの回答であったが、

当該金額を受け取った記憶は無い。社会保険事務所が還付しているはず

だというだけでは納得ができない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 社会保険事務所が保管する国民年金手帳記号番号払出簿によると、申

立人の国民年金手帳記号番号は昭和 49 年１月 10 日に払い出されている

ことから、その時点では申立期間の大部分は時効により納付することが

できない期間であり、別の手帳記号番号が払い出されていたことをうか



がわせる事情も見当たらない。 

また、申立人が所持していた２枚の国民年金保険料の「納付書・領収

証書」のうち、昭和 49 年 10 月７日の領収印があるものには６年との記

載があり「特納」に丸が付され、領収証書の金額 64,800 円は、第２回

特例納付の１か月当たりの保険料６年間分の金額と一致するほか、もう

１枚の同年３月 29 日の領収印があるものには 47 年４月分から 48 年３

月分との記載がある。このことから、国民年金保険料の徴収が始まった

36 年４月から 47 年３月までの 11 年間のうち、申立人の義父が納付し

たのは第２回特例納付による 36 年４月から 42 年３月までの６年間分で

あり、申立期間である５年間が未納となっているものとみられる。 

さらに、当該申立期間について国民年金保険料を納付したことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

２ 社会保険事務所が管理する申立人の国民年金被保険者台帳の備考欄に

は、「還付 36.9～39.1 まで 26100 円（喪失）58.4.11」と記載されてお

り、還付の対象となった期間に対応した還付金額となっており、この記

録に不自然さはみられない。 

また、還付に係る事務処理が適正になされたことを疑わせる事情や還

付記録の内容を疑わせる事情も見当たらない。 

さらに、申立人は、申立期間において重複納付した国民年金保険料の

還付金を受け取っていないと主張しているが、申立人から聴取しても国

民年金保険料が還付されていないことをうかがわせる周辺事情は見当た

らない。 

３ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が昭和 42 年４月から 47 年３月までの国民年金保険

料を納付していたものと認めることはできず、また、36 年９月から 39

年１月までの国民年金保険料を還付されていないものと認めることはで

きない。 



宮城国民年金 事案 1027 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59 年４月から平成４年３月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏   名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 35 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 59 年４月から平成４年３月まで 

私の年金手帳には、昭和 55 年から国民年金に加入したように書いて

あるが、私が区役所か社会保険事務所で国民年金の加入手続を行ったの

は 61 年又は 62 年ごろで、その時に 55 年から加入とされた。 

保険料は、加入後に郵送されてきた青色の納付書に現金を添え、Ａ銀

行Ｂ支店で毎月納付していた。保険料は 12,000 円ぐらいだったと思う。 

加入後は保険料をきちんと納めていたので、未納になっているのは納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金の加入手続を昭和 61 年又は 62 年にＣ市で行ったと

主張しているところ、申立人が所持する年金手帳の住所欄には、申立人が

平成４年２月 24 日から居住している住所が記載されている。 

また、Ｃ市が保管する国民年金被保険者名簿（電子データ）によれば、

申立人の国民年金被保険者資格について、新規取得が昭和 55 年＊月＊日、

再取得が 59 年４月１日となっているが、その処理日は、いずれも平成４

年７月 27 日となっていること、及び社会保険庁のオンライン記録から申

立人の国民年金手帳記号番号は同年７月ごろに払い出されていると確認さ

れることから、同年７月ごろに加入手続が行われたものと考えられる。し

たがって、申立期間のうち少なくとも２年５月までの保険料については、

時効により納付できなかったものと推認される。 

   さらに、申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる

事情は見当たらない上、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付した

ことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の



保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 1028 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49 年４月から同年 11 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49 年４月から同年 11 月まで 

地元の会社を退職し、Ａ市の会社に就職するまでの８か月分の国民年

金保険料は、再就職後に生活費をやりくりして納めました。５万円から

７万円ぐらいの金額で、当時としてはかなりの高額でしたが、老後のた

めと思い納付したのを覚えており、未納になっていることは納得できな

いので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ市が保管する国民年金被保険者名簿（電子データ）によると、同市に

おける申立期間に係る資格取得届及び資格喪失届の処理は、昭和 62 年 12

月７日に行われていることから、申立期間はその当時国民年金の未加入期

間として取り扱われていたと考えられる。 

また、申立人が所持する年金手帳によると、申立人がＡ市に国民年金の

加入手続をした際に記載された住所としては、昭和 61 年５月 28 日の転居

後の住所が記載されており、同日以後に加入手続が行われたと考えられる

ことから、申立期間については、時効のため納付書は発行されなかったと

考えられる。 

さらに、申立人は申立期間の保険料納付額を５万円から７万円ぐらいと

しているが、実際は 7,200 円であることから、その主張とは大きくかい離

している。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 1029 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 48 年８月から 53 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48 年８月から 53 年３月まで 

昭和 48 年８月にＡ町（現在は、Ｂ市）に転入した際に、夫婦そろっ

て国民年金に加入手続をしたが、申立期間について妻は加入となってい

るのに、自分は未加入になっているのはおかしいので調査をしてほしい。 

   （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の納付記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の妻は、国民年金の加入手続をＡ町に転入した昭和 48 年８月に

夫婦一緒に行ったと主張しているところ、社会保険事務所が保管する国民

年金手帳記号番号払出簿によれば、申立人の妻の国民年金手帳記号番号の

払出しは同年８月に行われていることが確認できるが、同時期に申立人の

手帳記号番号が払い出された形跡は無い。 

また、社会保険庁が保管する国民年金被保険者台帳（マイクロフィル

ム）及びＢ市が保管する国民年金被保険者台帳（電子データ）によれば、

申立人が最初に国民年金に加入したのは、昭和 53 年４月１日であること

が確認できることから、申立期間は未加入期間であり、国民年金保険料を

納付することはできない。 

さらに、加入手続を行ったとする申立人は既に死亡しており、当時の状

況を聴取することができない上、ほかに申立人が加入手続をした当時の状

況を把握できる資料も無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 1030 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 52 年 12 月から 53 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52 年 12 月から 53 年３月まで 

    私は、昭和 51 年４月から同年 11 月までの期間及び 52 年４月から同

年 11 月までの期間にＡ事業所に勤務し、その都度、厚生年金保険と国

民年金との切替えを行ってきた。 

ところが、昭和 52 年 12 月から 53 年３月までの国民年金保険料が未

納となっている。保険料を納付したことを証明する資料は保存していな

いが、保険料を納付するのは国民の義務であり、納付していないという

ことは無いので、保険料納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ市が保管する国民年金被保険者名簿(紙名簿)及び社会保険庁のオンラ

イン記録によれば、申立人は昭和 52 年４月に国民年金の被保険者資格を

喪失して厚生年金保険の被保険者資格を取得したが、その後は 61 年４月

１日に第３号被保険者資格を取得するまで国民年金は未加入となっている。 

   また、申立人が所持する年金手帳では、昭和 53 年 10 月に婚姻に伴って

姓が変更された記載が確認できるが、当時は厚生年金保険への加入期間中

であり、同手帳においても、住所変更の手続がなされた 61 年４月１日ま

で国民年金に関する手続が行われた形跡はうかがえない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料(家計簿、確定申告書等)は無く、ほかに申立期間の保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 1031 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46 年４月から 47 年７月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46 年４月から 47 年７月まで 

    私は、申立期間当時、納税組合を通じて国民年金保険料を納付した。

保険料を納付しないと納税組合に奨励金が出なくなり、地域の人に迷惑

をかけることになるため保険料を納付しなかったということは無いので、

保険料納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険庁の国民年金被保険者台帳(マイクロフィルム)及びＡ市(旧Ｂ

町)が保管する国民年金被保険者名簿(紙名簿)のいずれにも、申立人の被

保険者資格につき、昭和 39 年 11 月１日の喪失後、これを再取得した日と

して 47 年８月 10 日と記されている上、同被保険者名簿の納付記録には同

年 10 月 12 日に同年８月からの保険料が納付されているのが確認できるこ

とから、加入手続と併せて保険料が納付された状況がうかがえる。 

   また、申立人は、「申立期間当時の保険料の集金人はＣ氏であり、既に

死亡している。」と述べており、同人から申立期間当時の収納状況を確認

することができない上、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付してい

たことを示す関連資料(家計簿、確定申告書等)は無く、ほかに申立期間の

保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城厚生年金 事案 1030 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 40 年３月 10 日から同年８月 21 日まで 

    私は、昭和 40 年３月 10 日から同年８月 20 日までＡ社Ｂ事業所に勤

務し、同事業所からＣ市のＤ社やＥ社の店舗に販売促進のために派遣さ

れていたので、申立期間を厚生年金保険加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の当時の勤務状況等に関する詳細な記憶等から、申立人がＡ社に

勤務していたことは推認できる。 

   しかし、当該事業所で保管している従業員記録には申立人の記録が無く、

健康保険組合にも申立期間当時の記録は現存しないことから、申立期間に

係る申立人の勤務状況及び厚生年金保険の加入状況について確認できない。 

   また、申立人は、元同僚の名前も記憶に無いことから、元同僚らの証言

を得ることもできない。 

   さらに、申立人が派遣されたＤ社に照会したところ、「当時の状況につ

いては承知している者はいなく、関係書類等も残っていないため不明」と

の回答を得た。 

加えて、社会保険事務所が保管しているＡ社Ｂ事業所の健康保険厚生年

金保険被保険者名簿において、申立期間に申立人の名前は無く、整理番号

に欠番も無い。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 1031 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 32 年４月１日から 35 年３月 31 日まで 

私は、昭和 32 年３月に短期大学を卒業し、同年４月１日から 35 年３

月 31 日までＡ区にあったＢ事業所に勤務し、保険証も受け取った。こ

の期間が厚生年金保険の被保険者であったことを確認してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が、申立期間に勤務したとするＢ事業所については、社会保険庁

の記録では厚生年金保険の適用事業所としての確認ができない。 

また、当該事業所は、個人事業のため法人登記されておらず、常時５人

以上の従業員を使用する事業所にも該当しなかったため、厚生年金保険の

適用事業所ではなかったと推察される。 

さらに、当該事業所は、既に廃止となり事業主も死亡している上、申立

人は当時の同僚の氏名を覚えていないため、勤務期間等についての証言が

得られず当時の状況を確認することができない。 

加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無

く、このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 1032 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 45 年６月 26 日から 47 年６月６日まで 

私は、社会保険事務所から、Ａ事業所での厚生年金保険の加入期間は

昭和 47 年６月７日からであり、申立期間は加入記録が無いとの回答を

もらった。しかし、この間に長女が生まれ母子手帳をもらっているが、

国民健康保険に加入したことも無く、社会保険に加入していたと記憶し

ているので確認してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の記録によると、事業所名は不明であるが、取得日が昭和 45

年８月 26 日、離職日が 47 年６月 30 日の記録があり、これは一部期間が

Ａ事業所における厚生年金保険加入期間と一致することから、申立人の同

事業所における雇用保険の記録であることが推認できる。 

   しかしながら、社会保険庁の記録によると、Ａ事業所が厚生年金保険の

適用事業所となったのは、昭和 47 年６月７日であることから、申立期間

は適用事業所ではない。 

また、社会保険事務所が保管する当該事業所の被保険者原票とオンライ

ン記録の資格取得日は一致している上、同原票において申立人の整理番号

は＊番となっていることから、それ以前に当該事業所での厚生年金保険の

加入は無いと推認される。 

さらに、当時の事業主及び同僚は、連絡を取ることができず当時の状況

についての証言を得ることはできなかった。 

加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無

い。 



このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 1034 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 13 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 26 年４月１日から 28 年 11 月１日まで 

私は、昭和 26 年４月から 29 年３月までＡ事業所で勤務したが、社会

保険庁の記録では、厚生年金保険の加入期間は 28 年 11 月１日から 29

年４月１日までであり、26 年４月から 28 年 10 月までは未加入となっ

ていた。 

昭和 26 年４月から勤務したことは確かであるので、申立期間を厚生

年金保険の加入期間に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の同僚の証言により、申立人が申立期間においてＡ事業所に勤務

していたことは認められる。 

   しかしながら、社会保険事務所が保管する当該事業所の健康保険厚生年

金保険被保険者名簿によれば、当該事業所が厚生年金保険の適用事業所と

なったのは昭和 28 年 11 月１日であり、申立期間においては適用事業所で

なかったことが確認できる。 

   なお、上記名簿には、業態欄に「土木工事」、摘要欄に「昭和 28 年９

月旧法改正による適用事業所」との記載があることから、当該事業所は、

昭和 28 年９月に旧厚生年金保険法が改正され、土木事業が厚生年金保険

の適用事業所の業種に追加されたことにより、改正法の施行日である同年

11 月１日付けで適用事業所になったものと考えられる。 

   また、申立人が一緒に勤務したとする同僚８人について厚生年金保険の

加入記録を調査したところ、申立期間について、当該事業所における加入

記録は見当たらない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確



認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 1035 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26 年７月１日から 28 年８月 23 日まで 

    私は、昭和 26 年４月ごろから 28 年８月ごろまで、Ａ渉外労務管理事

務所の紹介で、現在のＢ市にあった進駐軍のハウスにて家事使用人の仕

事に就いていた。 

社会保険事務所に照会したところ、昭和 26 年７月１日に厚生年金保

険被保険者の資格を喪失しており、同年７月１日から 28 年８月 23 日ま

では、厚生年金保険の加入記録が確認できなかった。同年８月まで継続

して勤務していたことは間違いないので、申立てどおり同年８月 23 日

までを厚生年金保険の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人がハウスの仕事を紹介されたとするＡ渉外労務管理事務所は、昭

和 33 年１月 24 日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、申立

人の勤務期間を確認することができない。 

また、昭和 26 年７月３日付け厚生省保険局長通知によれば、同年７月

１日以降ハウス・ホテル等のいわゆる家事使用人は、政府の直傭使用人と

しての身分を喪失し、健康保険及び厚生年金保険の強制被保険者とならな

いとの見直しが行われている。 

さらに、申立人は、勤務したとするハウスは申立人も含め従業員が３名

であったとしていることから、当時の厚生年金保険の適用事業所となる業

種及び従業員数の要件を満たしておらず、適用事業所になっていたとは考

え難い。 

加えて、社会保険事務所が保管する健康保険厚生年金保険被保険者名簿

においても、申立人が昭和 26 年７月１日に厚生年金保険被保険者の資格



を喪失したことが確認でき、不自然な訂正箇所は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 


